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　A病院は、近い将来に発生が危惧されている南海トラ
フ巨大地震に備えた、災害対策の強化が急務とされる地
域にある。また、A病院の小児救命救急センターは、小児
重症患者の集約化拠点病院としての役割機能を担い、
災害発生時は小児の受け入れ対応が求められている。地
域の小児を守るため、災害発生時に救急外来（以下ER
とする）の役割機能を果たすことを目的としたシステム構
築と知識、実践力向上のため教育を行った。本研究は院
内の倫理委員会の承認を得た。＜BR＞が求められる。
平時は電子カルテから患者情報を集約するが、災害時に
全体を把握する手段が確立していなかった。対策として
スタッフステーションのホワイトボードをベッドマップ化
し、在院患者がマップ上で視認できる形にした。トリアー
ジ表の掲示により病状を含めた個人情報の把握に加え、
作成したデバイス表示ツールの活用により避難を見据え
た患者状態の把握を可能にした。システム導入後、スタ
ッフから「情報把握しやすくなった」「停電時も対応でき
そう」等の肯定的意見が聞かれた。＜BR＞A病院には、
災害マニュアルやアクションカードなどの院内共通のツー
ルはあるが、十分に理解し的確に行動できるスタッフは
少ない現状があった。まず、知識面に対しアクションカー
ドの内容の再周知と災害トリアージの勉強会を行った。
次いで、アクションカードを使用し、実践に近い状況設定
を基に避難を想定した机上訓練を行った。また、患者の
重症度や緊急度、病態が多種多様であるERの特殊性を
鑑み、訓練は医師を含めて行い、より安全でより迅速な
対応ができることを意識した。訓練を重ねる中でアクシ
ョンカードに修正を加え、災害発生直後から避難までの
行動を優先度や動線などを考慮し、効率よく初動対応が
できるようにした。＜BR＞今回取り組んだシステム構築
と教育により、災害対応の強化に繋がったと考える。今
後はさらにシステムを充実させ、習慣化を目指したい。ま
た、トリアージ実施前の患者対応方法など未解決の課題
に早急に取り組む予定である。さらに、平時から災害の
備えや災害時に起こりうる健康障害を予防するためのホ
ームケア指導など、患者家族に向けた災害対策活動も積
極的に行っていきたい。
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【目的】
K-DiPS Solo(KDS)(ケーディップスソロ）の情報をPDF変
換し個別避難計画として活用できる機能、K-D i P S 
BCP(KDB)の、安否確認や医療的ケア児(医ケア児)からの
SOS受信が可能なアプリの課題と改善点を明らかにする。
【方法】
KDSとは、医ケア児らが、持病や自身の医療情報を入力し
ておくことで、自助・共助に寄与する健康情報アプリであ
る。KDBとは、KDSの本人情報、支援者情報、自由記載を、
クラウドを介して共有することで、BCP策定支援、安否確
認、SOS受信が可能なウェブアプリである。実証試験は
iOS端末5台を用いた。(1)PDF変換機能：①KDSに情報
入力、②PDF変換、(2)安否確認機能：①KDSをKDBクラ
ウドに接続、②安否確認リスト作成、③安否確認送信、⑤
KDSで受信し応答、(3)SOS機能：①KDSからSOS情報送
信、②KDBで受信し居住地把握の３機能を評価した。
【倫理的配慮】
本研究は、模擬データを用いた実証であり、個人情報は一
切使用してない。
【結果】
(1)PDF変換機能：変換ファイルの保存や送信は、メールや
AirDrop、メッセージを用いると容易だった。(2)安否確認
機能：安否確認メッセージのKDS側への通知が、１回のポ
ップアップ表示のみで、iOSの設定や他のアプリを操作中
に受信した場合は、ポップアップ表示されないケースがあ
った。安否確認中のKDB側の改善点として、対象者情報の
把握、安否確認の解除を個々にできない点が挙げられた。
(3)SOS送受信機能：KDSからのSOS受信時に、地図上へ
の居住地表示が可能であるが、プライバシー保護の理由か
らKDSのGPS情報は参照できない仕様である。したがって、
送信時の居場所とのミスマッチが発生する可能性がある。
【考察】
PDF変換は個別避難計画、停電を考慮した紙媒体のバッ
クアップとして有効である。一方で、KDSの情報を最新に
保つための運用方法の確立が必要である。KDBの安否
確認機能について、緊急時使用を想定すると、KDSへの
通知は強調と繰り返し表示が必要である。KDB側の安否
確認時のユーザビリティも改善が必要である。医ケア児の
SOS送受信は、受信者の認知の遅れや見落とし防止等、
運用上の取り決めが必要である。SOS発信時に医ケア児
側から居場所を発信できる機能の実装が望まれる。
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【目的】
軽症の頭部打撲を経験した乳幼児の家庭内での転倒転
落に対する母親の認識を明らかにする
【研究方法】
質的記述的研究。対象:家庭内の転倒転落で軽症の頭部
打撲を経験した乳幼児の母親9名、母親の転倒転落の認
識に対する内容や文脈に注目し語りを抽出し分析した。所
属施設の倫理審査委員会の承認を得て実施。
【結果】
転倒転落を経験した母親の認識は、《転倒転落経験前の
予防対策》《転倒転落が起きた状況》《転倒転落経験時の
認識》《転倒転落経験後の予防対策》で構成されていた。
《転倒転落経験前の予防対策》は、【転倒防止グッズを子
どもに身に着けさせる対策】【危険な場所や離れている時
には、目を離さないようにする対策】など10カテゴリー、
《転倒転落が起きた状況》は、【子どもと一緒にいるがちょ
っと目を離したすきの転落】【子どもの運動の発達の途上
での転倒転落】など4カテゴリー、《転倒転落経験時の認
識》は、【転倒転落をさせてしまった自責の念や謝罪】【転
んでも立ち上がりながら強く育ち発達を促したいとの願
い】など、11カテゴリー、《転倒転落経験後の予防対策》は、
【転倒転落しても安全な環境で過ごす対策】など4カテゴ
リーが明らかったとなった。
【考察】
家庭内の転倒転落は、6～7ヶ月頃ベッドからの転落が多く
繰り返し起きていた。母親は、予防対策をたて実施しても
繰り返してしまう転倒転落に、自責の念・謝罪・後悔とい
った、子どもに対して親の責任を果たせなかったという感
情と、転倒転落を体験したからこそ、今後の子育てに対す
る怖さを感じていた。現在、社会的にも、子育てへの父親
の参加が当然と認知されているが、家庭内の事故におい
ては、依然として母親が責任を担っていることが推測され
た。また、転んでも子どもに強く育ってほしいという感情や、
転ぶことはしょうがないという思いもあり、葛藤とも思える
感情が入り混じっていた。さらに、転倒転落は、虐待との
見極めが難しい事例もあることから、慎重に母親の認識
に添う必要性がある。看護として、転倒転落経験後に抱く
思いを語り合える父親も含めた親同士の交流の場の必要
性、「ちょっと目を離したすき」に起きる転倒転落への工夫、
転倒転落しても怪我につながらない安全な環境を作る必
要性、「寝返り」を含めた運動発達の変化の周知、住環境
を踏まえ個別的で具体的な指導の必要性が示唆された。
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【目的】
事故は乳幼児の主要な死因であり、その中でも転倒・転落は
死亡および重症な傷害をもたらす最も多い機序である。転
倒・転落事故を予防に向けて、事故の可能性の判断を支援す
る技術が不可欠である。本研究では、転落・転倒事故が起
こった住宅の訪問調査、および、乳幼児の行動実験に基づき、
多様な環境下で、月齢を考慮した移動行動の計算により、転
落・転倒事故発生までの時間を計算可能な機能を開発する。
【対象と方法】
転倒・転落事故が発生した住宅27軒を訪問し、3次元計
測器で事故現場を計測し、事故が発生した環境の特徴を
分析した。また、37名（月齢13～45か月, 平均31か月）の
幼児に対してよじ登り、はいはい、寝返り等の水平・垂直
方向の移動速度の計測実験を行った。計測結果を基に，
対象者の月齢と環境情報を入力するだけで，移動行動を
計算し、事故発生までの時間を計算する機能を開発した．
【結果】
住宅訪問の結果、よじ登りによる事故が全体の33％、寝
返りによる事故が27％を占めていた。また、20cmから
90cmの高さからの落下が確認された。実験より、はいは
いと寝返りの速度はそれぞれ0.24m/s、0.19m/sであっ
た。開発技術の基本動作検証として、仮想空間を用いた
検証において、月齢を20か月と30か月に設定し、事故環
境を3D仮想環境の寝室、開始地点を床、事故地点をベッ
ドの上とした場合、よじ登り有無の適切な判定、および、
よじ登りができる場合には、転倒に至る時間を導出可能
であることを確認した。また、事故環境を携帯電話で取
得した点群データを用いた検証では、月齢を40か月として
開始地点を床、事故地点をベッド付近の窓として計算し
た結果、よじ登り判定が適切に可能であること確認した。
【考察】
提案手法により、乳幼児の転落事故発生までの時間を多
様な環境下で月齢に応じて導出することが可能となった。
この結果は、自宅を3次元スキャンし、乳幼児の月齢を入
力することにより、事故が発生するかを予測し、具体的
な予防策を講じるきっかけとなると考えられる。今後、子
育て世代やその支援者等に提供し、予防教育の有効性
検証をする計画である。本研究の一部は、東京都委託
事業「令和５年度セーフティ・レビュー事業」および科学
技術振興機構・未来社会創造事業（JPMJMI22H3）の
一環として行われものである。
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